





The Present Situation on the Project of Establishing the European Public 
Prosecutor’s Office: A new phase of judicial cooperation in criminal 
matters in the EU
URAKAWA, Hiroko
The Commission submitted two proposals as a package on 17 July 2013: one is the 
proposal on establishing the European Public Prosecutor’s Office（EPPO）, the other on 
reforming the Eurojust. These proposals contain the possibility of the changing the 
framework of traditional method about judicial cooperation in criminal matters.   While 
they are under negotiation and have not reached the conclusion, there are matters to be 
considered. This article will focus on the proposal on the EPPO. After introduction, on 
the the second part, what is “crime affecting the EU’s financial interest” will be considered. 
The third part, Article 86 of the TFEU will be analyzed. The fourth part, the procedure for 
establishing the EPPO will be focused. The fifth part, how the Commission’s proposal on 
the EPPO will be surveyed.
Keywords： European Union, European Public Prosecutor’s Office, Criminal offences 
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2013 年 7 月 17 日、欧州委員会は、「欧州検察局の創設に関する規則」提案１）（以下、「欧州検
察局規則提案」）及び「EU刑事司法協力庁（ユーロジャスト）に関する規則」提案２）（以下、「ユー
ロジャスト改革規則提案」）をパッケージとして提出した３）。前者は、「欧州検察局（European 
Public Prosecutor’s Office）」という新組織の創設、後者は現在の「EU司法協力部（European 
Union's Judicial Cooperation Unit）（ユーロジャスト（Eurojust））」から「EU刑事司法協力



































い限りで、予算は固有財源からすべて賄われる」（EU運営条約第 311 条第 2 段）のであり、
他の国際機構が採用する加盟国分担金制度に依っていない。固有財源の制度的淵源は、欧州三
共同体（European Communities）―「欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）」、「欧州経済共同体（EEC）」、

























規定（EU運営条約第 6部Ⅱ編 6章「不正行為の撲滅」（第 325 条））を有している。そして、
リスボン条約は、このように、第一の柱に淵源を有する「EUの財政的利益を侵害する罪」に
対して、欧州検察局の創設を可能としたのである（EU運営条約第 86 条 1 項）。
この種の犯罪に対しては、マーストリヒト条約以後、次のような対応が採られてきた。
2.2．ECの財政的利益の保護に関する条約
1995 年、第三の柱の枠組みにおいて、「ECの財政的利益の保護に関する、EU条約 K.3 条
に基づく条約」13）が成立した 14）。本条約は、13 条から成る短い条約であるが、とりわけ第 1条
において、ECの財政的利益に対する不正行為に対する定義が初めて明記されたことに、意義







プス・ユリスは、「第 1節　刑事法」、「第 2節　刑事手続」及び「第 3節　加盟国国内法との
関係」から構成され、第 2節の中に、「欧州検察官（European Public Prosecutor）」の規定が





Fraud Coordination Unit; UCLAF）が欧州委員会の中に設置され、その後、本組織は、1999
年委員会決定 19）によって創設された「欧州不正対策局（European Anti-Fraud Office/ Office 
de Lutte Anti-Fraude; OLAF）」20）へと引き継がれた。同委員会決定は、その後、2013 年 21）、








2001 年 5 月には、欧州委員会は「共同体の財政的利益の刑事法上の保護に関する指令」提案 26）
を提出した。この提案もまた、理事会で取り上げられず、審議に入ることさえなかった。
2.7．グリーンペーパーから欧州憲法条約へ
2001 年 12 月、欧州委員会は、あらためて「共同体の財政的利益の刑事法による保護と欧州
検察創設に関するグリーンペーパー」27）を発表した。






2009 年 12 月 1 日のリスボン条約発効に伴い、EU条約（ニース条約版）及び EC条約（ニー
ス条約版）は、それぞれ EU条約（リスボン条約版）及び EU運営条約へと改正された。欧州
憲法条約第Ⅲ -274 条の欧州検察局に関する条項は、EU運営条約第 86 条に引き継がれた。た















知する。そのような場合には、EU条約第 20 条 2 項及び本条約第 329 条 1 項に言及されるより緊密
な協力を進める許可が与えられたと見做され、より緊密な協力に関する諸規定が適用される。


















欧州検察局の創設には、上記第 86 条 1 項 1 段の通り、「通常立法手続き（ordinary 
legislative procedure）」ではなく「特別立法手続き（special legislative procedure）」31）が適
用されるのに加え、現在では刑事司法協力もほとんどの分野が「特定多数決（qualified 
majority voting; QMV）」による採決に移行したにもかかわらず、欧州検察局の創設の場合の
み「全会一致」が必要となる。さらに、「より緊密な協力（[英 ]closer cooperation/enhanced 
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現行リスボン条約では、より緊密な協力は、EU条約（リスボン条約版）第 20 条及び EU
運営条約第 326 条から第 334 条に規定されている 41）。そして、リスボン条約の下で、初めて適
用されている 42）。欧州検察局の創設においては、「最終手段（last resort）」として位置づけら










欧州検察局創設立法手続きは、欧州委員会の提案に基づき、2013 年 7月 17 日に正式に開始した。
欧州委員会の提案は、関係機関に送付される。本提案は、欧州議会、理事会及び各国議会と
ともに、経済社会委員会（Economic and Social Committee; EESC）、地域委員会（Committee 






かにおいて再考することが義務付けられている 43）。本提案に対し、2013 年 10 月 28 日、第 2議
定書（リスボン条約版）に基づく、当該理由付意見が 14 の国内議会から 19 票集まり、いわゆ
る「イエローカード」が提起されることとなった 44）。一般的には 3分の 1の票によるが、「自由・
安全・司法の地域」における提案の場合、「4分の 1」となる。欧州検察局に関する本提案は、
後者にあたり、4分の 1が適用される。














2013 年 12 月 10-11 日に開催された会合において経済社会委員会が、2014 年 1 月 30-31 日に
開催された会合において地域委員会が、欧州検察局規則提案に対して、それぞれ意見（opinion）
を発表した 49）。
4.3．欧州情報保護監督官（European Data Protection Supervisor（EDPS））の意見
欧州検察局規則提案では、欧州情報保護監督官への諮問は前文に明記されているため、同職
にも提案が送付された。
これに伴い、2014 年 3 月 5 日、欧州情報保護監督官が意見（opinion）を発表した 50）。欧州
























本提案は、前文（（1）―（49））、第 1章「主題及び定義」（第 1条－第 2条）、第 2章「総則」（第
3条－第 14 条）、第 3章「捜査、訴追及び裁判手続に関する手続規則」（第 15 条－第 31 条）、
第 4章「手続上の保障」（第 32 条－第 35 条）、第 5章「司法審査」（第 36 条）、第 6章「デー
タ保護」（第 37 条－第 47 条）、第 7章「財政及び職員規定」（第 48 条－第 55 条）、第 8章「欧
州検察局とその連携機関の関係に関する規定」（第 56 条－第 61 条）、第 9章「一般規定」（第
62 条－第 70 条）、第 10 章「最終規定」（第 71 条－第 75 条）及び個人データの類型に関する附
属文書から成る。
5.2.2．欧州検察局の組織
欧州検察局は、「欧州検事（European Puplic Prosecutor）」1名、「欧州副検事（Deputies 
of the European Public Prosecutor）」4名及びその職員並びに各加盟国に最低 1名の「欧州代







（2）欧州副検事（Deputies of the European Public Prosecutor）
欧州副検事 4名が、上述の第 8条 1項に従い、任命される。欧州副検事は、欧州検事を補佐



























庁、会計検査院及びヨーロッパ法律家評議会（Council of Bars and Law Societies of 
Europe;CCBE）からそれぞれ代表 1名を含むことを求めている。
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